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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記
載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわら
ず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記
載した書面を一律でお送りいたします。

第８回定時株主総会資料

①　連結計算書類の「連結注記表」
②　計算書類の「個別注記表」

第８期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

株式会社INFORICH
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連結注記表

建物 15年
工具、器具及び備品 ４年～５年

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ５社
・主要な連結子会社の名称 INFORICH ASIA HOLDINGS LIMITED

INFORICH ASIA HONG KONG LIMITED
殷富利（广州）科技有限公司
共享出行（澳門）一人有限公司
株式会社CHARGESPOT MARKETING

(2) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
　連結の範囲の変更

　当連結会計年度において、株式会社CHARGESPOT MARKETINGを新たに設立し、連結の範囲に含め
ております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産
主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ
る簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

主に定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

－ 1 －
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連結注記表

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

ハ. リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 不具合対応費用引当金 モバイルバッテリー及びバッテリースタンドの不具合対応に係る費用に
備えるため、その見込額を計上しております。

ハ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度
に負担すべき額を計上しております。

二. 有給休暇引当金 一部の海外子会社において、将来の休暇につき、従業員が給与を受け取
れる権利を行使する可能性が高いと認められる見積り額を計上しており
ます。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社グループは、ChargeSPOT事業として、主にモバイルバッテリーシェアリングサービスを展開し
ております。当該サービスは、スマホユーザーに対して持ち運び可能なスマホ充電器のレンタルサービス
を提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、レンタル期間にわたり充足されるものと判断
し、レンタル期間にわたり収益を認識しております。

－ 2 －
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連結注記表

⑤ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支
配株主持分に含めております。

⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　繰延資産の処理方法 株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結
会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響も
ありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関
する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時
価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとし、「金融商品に関する注
記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこととしております。

－ 3 －
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減損損失 125,382千円
有形固定資産 2,265,922千円
無形固定資産 12,995千円

４. 会計上の見積りに関する注記
(1) 固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ. 算出方法
　当社グループは、事業用資産について、管理会計上の単位を資産グループの基礎とし、当社及び連結子
会社を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位としてグルーピングを行っております。また、処
分予定資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
　事業用資産については、減損の兆候があると判断した資産グループのうち、割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額が資産グループの帳簿価額を下回っているものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として計上しております。
　回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しており、使用価値を算定する場合における割
引前将来キャッシュ・フローは、取締役会において承認された事業計画を基礎として見積っております。
　当連結会計年度において、連結子会社であるINFORICH ASIA HONG KONG LIMITEDについて、事業
環境の変化に伴い、当初想定していた収益が見込まれなくなり回収可能性が低下したため、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し当該減少額を減損損失として計上しております。
　なお、当社については、当連結会計年度において、営業損益が継続してマイナスとなっていることか 
ら、減損の兆候があると判断し、減損損失の計上の要否について検討を行いました。検討の結果、割引前
将来キャッシュ・フローの総額が固定資産の帳簿価額を上回っているため、減損損失は計上しておりませ
ん。
　処分予定資産については、除却予定となり将来の使用が見込まれていないことから、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、処分予定資産の回収可能価額
はゼロとして評価しております。

ロ. 主要な仮定
　事業計画に基づく将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、「ChargeSPOT」の月間ア
クティブユーザー数等を基礎として算定した売上予測及びバッテリースタンド設置台数や月間アクティブ
ユーザー数等を基礎として算定した費用予測であります。

－ 4 －
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現金及び預金（定期預金） 599,769千円
計 599,769千円

リース債務 748,127千円
計 748,127千円

当座貸越極度額 500,000千円
借入実行残高 500,000千円

差引額 －千円

普通株式 1,846,620株

普通株式 106,000株

ハ. 翌年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定である「ChargeSPOT」の月間アクティブユーザー数、バッテリースタンド設置台数は見積
りの不確実性が高く、将来の経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の固定
資産の減損損失の金額に影響を及ぼす可能性があります。

５. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(2) 当座貸越契約
　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しておりま
す。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

－ 5 －
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７. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用に関しては、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については第三者割当
増資及び銀行等金融機関からの借入による方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行う
にあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
　営業債務である未払金及び未払法人税等は、すべて１年以内の支払期日であります。一部の外貨建ての営
業債務については、為替の変動リスクに晒されております。
　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたも
のであります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、グループの債権リスク管理基準に基づき、取引先ごとの残高及び期日の管理を行うと
ともに、業態悪化による回収懸念の早期把握や軽減に努める体制を図っております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、借入金に係る支払い金利の変動リスクを抑制するために、金融機関より金融商品に関
する情報を収集し、定期的に借入先及び契約内容の見直しを実施しております。また、為替リスクは、通
貨別・月別に把握することで管理しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行出来なくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リ
スクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ
り、当該価額が変動することもあります。

－ 6 －
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 破産更生債権等 158,616千円 千円 千円

　貸倒引当金（＊1） △158,616

0 0 －

② 長期借入金(＊2) 51,600 52,034 434

③ リース債務(＊3) 1,643,094 1,618,379 △24,714

1年以内
（千円）

1年超
5年以内
（千円）

5年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預金 2,612,660 － － －

売掛金 76,687 － － －

未収入金 494,455 － － －

合計 3,183,803 － － －

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

短期借入金 716,000 － － － － －

長期借入金 39,600 9,600 2,400 － － －

リース債務 852,033 622,487 157,015 11,557 － －

合計 1,607,633 632,087 159,415 11,557 － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2022年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、「短期借入金」、「未払金」及び「未払法人税等」
は、現金及び短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しておりま
す。

（＊1）破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（＊2）１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。
（＊3）リース債務（流動）はリース債務に含めております。

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注）２．短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

－ 7 －
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

破産更生債権等 －千円 －千円 0千円 0千円

長期借入金 － 52,034 － 52,034

リース債務 － 1,618,379 － 1,618,379

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
該当事項はありません。

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
破産更生債権等
　破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は連結決算日に
おける貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額をもって時価としており、レベル３の時価に
分類しております。

長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務
　リース債務の時価については、元金の合計額を同様の新規契約を行った場合に想定される利率で割り引
いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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ChargeSPOT事業

サービス別

モバイルバッテリーシェアリングサ ービス 3,965,846千円

その他 423,206

顧客との契約から生じる収益 4,389,053

その他の収益 －

外部顧客への売上高 4,389,053

地域別

日本 3,393,877

中国（香港含む） 782,317

その他 212,858

顧客との契約から生じる収益 4,389,053

その他の収益 －

外部顧客への売上高 4,389,053

当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

顧客との契約から生じた債権 31,868千円 76,687千円

契約負債 323,701 511,542

８. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑷会計方針に関する事項　④
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は、主にモバイルバッテリーシェアリングサービスにかかる利用料の前受分に関するものであ
り、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残
高に含まれていた額は、56,787千円であります。
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(1) １株当たり純資産額 1,314円50銭
(2) １株当たり当期純損失（△） △692円66銭

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１
年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。
　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９. １株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2022年９月30日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。当連結会
計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純損失を算定
しております。

10. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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建物 15年
工具、器具及び備品 ５年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
　子会社株式　　　　　　 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主に定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。

(3) 繰延資産の処理方法
株式交付費 株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

(5) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 不具合対応費用引当金 モバイルバッテリー及びバッテリースタンドの不具合対応に係る費用に
備えるため、その見込額を計上しております。

③ 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度に負担す
べき額を計上しております。

－ 11 －
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(6) 収益及び費用の計上基準
　当社は、ChargeSPOT事業として、主にモバイルバッテリーシェアリングサービスを展開しておりま
す。当該サービスは、スマホユーザーに対して持ち運び可能なスマホ充電器のレンタルサービスを提供する
履行義務を負っております。当該履行義務は、レンタル期間にわたり充足されるものと判断し、レンタル期
間にわたり収益を認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期
首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響もありま
せん。
　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「売
上値引引当金」は、当事業年度より流動負債の「その他」に含めて表示することといたしました。

３. 表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
　前事業年度において独立掲記していた流動資産の「前渡金」及び「未収消費税等」は、金額的重要性が乏
しくなったため、当事業年度においては流動資産の「その他」に含めています。
　前事業年度において、「有形固定資産」を純額表示しておりましたが、明瞭性を高めるため、当事業年度
より総額表示とし、「減価償却累計額」を有形固定資産に対する控除項目として一括して表示しておりま
す。
　なお、前事業会計年度における減価償却累計額は、373,443千円であります。
　前事業年度において独立掲記していた流動負債の「未払費用」は、金額的重要性が乏しくなったため、当
事業年度においては流動負債の「その他」に含めています。
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減損損失 24,244千円
有形固定資産 2,620,308千円
無形固定資産 －千円

現金及び預金（定期預金） 599,769千円
計 599,769千円

リース債務 748,127千円
計 748,127千円

当座貸越極度額 500,000千円
借入実行残高 500,000千円

差引額 －千円

① 短期金銭債権 26,384千円
② 長期金銭債権 1,739,841千円
③ 短期金銭債務 94,669千円

４. 会計上の見積りに関する注記
(1) 固定資産の減損

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　「連結注記表 ４．会計上の見積りに関する注記 (1)固定資産の減損」に同一の内容を記載しているた
め、注記を省略しております。

５. 貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(2) 当座貸越契約
　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しておりま
す。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

－ 13 －
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関係会社との取引高
営業取引による取引高

営業費用 254,392千円
営業取引以外の取引高 222,721千円

該当事項はありません。

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 1,730,089千円
関係会社株式 370,932千円
投資有価証券 105,241千円
貸倒引当金 527,468千円
減損損失 47,481千円
その他 35,550千円

繰延税金資産小計 2,816,763千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,730,089千円
将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △1,086,674千円

評価性引当額小計 △2,816,763千円
繰延税金資産合計 －千円
繰延税金資産の純額 －千円

６. 損益計算書に関する注記

７. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

８. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 14 －



2023/03/07 16:43:30 / 22969013_株式会社ＩＮＦＯＲＩＣＨ_招集通知

個別注記表

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社
INFORICH 
ASIA 
HOLDINGS 
LIMITED

直接 100.0％
所有
　

製品の仕入
資金の貸付
役員の兼任

バッテリース
タンド・モバ
イルバッテリ
ー の 購 入
（注）１

449,317 建設仮勘定 －

運転資金の
貸付（注）２ － 関 係 会 社

長期貸付金 1,686,965

バッテリース
タンド・モバ
イルバッテリ
ーの購入等の
立替（注）２

－ 破 産 更 生
債 権 等 52,875

子 会 社 殷富利（广州）
科技有限公司 間接 100.0％

所有

　

製品の仕入
製品の開発
役員の兼任

バッテリース
タンド・モバ
イルバッテリ
ー の 購 入
（注）１

657,097 建設仮勘定 168,895

研究開発の
外注（注）３ 252,150 未 払 金 66,784

9. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１. 取引条件は、同社の原価等を勘案して双方協議の上、決定しております。
２. 同社への関係会社長期貸付金及び破産更生債権等に対し、1,536,724千円の貸倒引当金を計上してお

ります。また、当事業年度において、216,371千円の貸倒引当金繰入額を営業外費用に計上しており
ます。

３. 取引条件は、第三者との取引価格を勘案して個別に協議の上、一般取引と同様に決定しております。
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種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

役 員 秋山　広宣 直接 18.9％
被所有

　

当社代表取締
役社長兼執行
役員ＣＥＯ

当社銀行借入
に対する債務
被保証
（注）１

21,600 － －

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社 等

株式会社ミスト
ラル
（注）２

－ 財務コンサル
ティング委託

財務コンサル
ティング委託
（注）３

10,050 未払金 －

(1) １株当たり純資産額 1,304円21銭
(2) １株当たり当期純損失（△） △951円87銭

(2) 役員及び個人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１. 当社の銀行借入れについて、代表取締役社長兼執行役員ＣＥＯ秋山広宣より債務保証を受けておりま

す。なお、取引金額は、当事業年度末の対象となる借入金残高を記載しております。これに係る保証
料の支払はありません。

２. 当社執行役員乾牧夫が議決権の100％を直接保有しております。
３. 取引条件は、第三者との取引価格を勘案して個別に協議の上、一般取引と同様に決定しております。

10. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 ８.収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

11. １株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2022年９月30日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。当事業
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純損失を算定
しております。

12. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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